
 

 1 

諮問庁：国土交通大臣 

諮問日：令和５年５月１２日（令和５年（行個）諮問第１２２号） 

答申日：令和６年２月１５日（令和５年度（行個）答申第１８８号） 

事件名：本人に係る人事評価記録書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書１ないし文書３５に記録された保有個人情報（以下，

併せて「本件対象保有個人情報」という。）につき，その一部を不開示と

した決定については，審査請求人が開示すべきとする部分のうち，文書１

２の表頭の項目名を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）７７条１項の規定

に基づく開示請求に対し，特定地方整備局長（以下「処分庁」という。）

が行った令和５年１月２０日付け特定文書番号による一部開示決定（以下

「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 趣旨 

・ 開示決定内容の不服申立 

・ 開示された人事評価記録書においてマスキングされている評価

者の所見についての開示 

・ 人事評価に基づく昇任や昇格など，人事決定に至るまでに作成，

取得された人事管理に関する文書の開示（審査請求人に係る部分の

みに限る。） 

イ 理由 

原処分において開示された保有個人情報に関する人事管理に関する

文書は，法７８条７号ヘにより不開示との説明でしたが，私が開示

を求めている文書は私自身の人事評価の内容や，人事決定に至るま

での過程についての詳細が記載されているものであり，第三者の権

利や利益を侵害するものではなく，同号に規定される「公正かつ円

滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ」のあるものではないと考え

ております。 
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人事の決定（昇任，及び昇格）については，国家公務員法２７条

（平等取扱いの原則）や，同条の２（人事管理の原則）において，

人事評価に基づき平等，公正，且つ適切に行われなければならない

とされていますが，その過程に関する評価の内容が使用者（職員）

（原文ママ）に説明が出来ないとすれば，何を以て国家公務員法に

定める精神に沿って人事の決定がされていると言うことを理解すれ

ばよろしいのでしょうか？飛躍すれば日本国憲法において定められ

ている「法の下の平等」の精神にも反しているものと考えています。 

前述を踏まえ本件決定は著しく違憲なものであると思っているため，

詳細な理由について公明正大な説明が行われることを要望致します。 

（２）意見書 

本諮問事件において示された理由説明書「５．原処分に対する諮問庁

の考え方」において本件審査請求人が処分庁に対して開示請求を行い開

示された人事管理に関する文書のうち，不開示とされた部分については，

その理由が「個人情報保護法７８条７号ヘ所定の「支障」は名目的なも

のでは足りず，実質的なものでなければならず，また，その「おそれ」

の程度も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護に値する蓋然性が必

要である。人事評価記録書の不開示部分には，被評価者の職務遂行状況

等について，ありのままの率直な記載がされることが予定されていると

認められるところ，これが被評価者に開示されることになれば，評価者

は，被評価者から反発，苦情，非難等を受けることや，被評価者と評価

者との間の信頼関係が失われること等によってその後の業務運営が困難

になることを恐れ，率直かつ詳細な記載を避け，当たり障りのない記載

をする事態も想定され，その結果，正確かつ詳細な人事情報の把握がで

きず，適切な人事評価を行うことができなくなり，処分庁の人事管理事

務に実質的な支障が生ずるおそれがあるというべきであり，かつ，その

「おそれ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護に値する

蓋然性がある。」とのことでした。 

国家公務員の人事管理については， 

「日本国憲法１４条 

（法の下の平等） 

すべて国民は，法の下に平等であつて，人種，信条，性別，社会

的身分又は門地により，政治的，経済的又は社会的関係において，

差別されない。 

国家公務員法２７条 

（平等取扱いの原則） 

全て国民は，この法律の適用について，平等に取り扱われ，人種，

信条，性別，社会的身分，門地又は第三十八条第四号に該当する場



 

 3 

合を除くほか政治的意見若しくは政治的所属関係によつて，差別さ

れてはならない。 

国家公務員法２７条の２ 

（人事管理の原則） 

職員の採用後の任用，給与その他の人事管理は，職員の採用年次，

合格した採用試験の種類及び第六十一条の九第二項第二号に規定す

る課程対象者であるか否か又は同号に規定する課程対象者であった

か否かにとらわれてはならず，この法律に特段の定めがある場合を

除くほか，人事評価に基づいて適切に行われなければならない。」 

上記の法の基本精神に従い，客観的な基準に基づく運用が行われて

いるものと考えており，そこにある特定の人事管理担当者の私情な

どの恣意的な要素が入り込む余地は一切許されず，公正，公平，か

つ平等に行われることが大前提であると思っております。 

従って，人事管理が人事評価に基づき適切に行われていると処分庁

が主張をし，法の精神が担保されているのであるとすれば，被用者

側に対してありのままの人事管理に関する情報を開示する義務があ

るべきであるはずで，そうでなければ被用者側から見れば何を以て

「公正，公平，かつ平等に」人事が行われているということを理解

することは到底できず，法が定める基本精神に基づき実行されてい

ることを立証することなどは不可能であるといえるのではないかと

考えております。 

「被評価者から反発，苦情，非難等を受けることや，被評価者と評

価者との間の信頼関係が失われること等によってその後の業務運営

が困難になることを恐れ（後略）」とのことですが，物事を進めて

行く上でリスクの内在しない事象などは皆無であり，こう言った要

素があることも前提の上，それを甘受し，被評価者に対して所見に

関する十分な説明を行い理解を得ることで相互の信頼もより一層強

固なものとして築き上げられ良好な組織運営に繋がって行くことに

なるものであると私は考えており，また，それが万人が望む理想的，

かつ健全な組織社会なのではないかと思っているところであり，こ

の様に現実逃避とも捉えられる様な釈明は極めて稚拙，かつ説明責

任放棄であり法的保護に値する蓋然性などあろうはずがないと言え

ると考えます。 

私から言わせて戴ければ，人事評価制度そのもの自体が基準が曖昧

で不透明極まりないものであり，これこそが形骸化したものであり，

「疑惑の産物」以外の何物でもないと言わざるを得ません。公正，

公平，かつ平等を期するのであれば登用試験制度にするべきだと私

は思います。 
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人事管理に関する文書を公開しないことが法的保護に値する蓋然性

があり，人事管理の実務上において著しい弊害が伴うと主張をされ

るのであれば，法的な見地からアプローチした上で，具体例を示し

て戴き，どの様な損失が生じるのかを被用者に対し説得性のある説

明を戴くこと，並びに人事管理が公平，平等，かつ適切に行われて

いると言う具体的根拠をお示し戴ける様，意見として申し述べると

ともに切に要望申し上げます。 

少なくとも，私は人事管理上において長年に亘り不遇な扱いを受け

ているのではないかと実感をしており，この間に昇任や昇格ができ

たであろうと推測した場合，給与面においては多大な逸失利益が生

じており，また，これまで長きに亘り行政事務に携わってきた中で

培ってきた経験やそこで得られた豊富な知識に照らし合わせて鑑み

た場合，１０～１５年以上も遅れて入省した職員が先に昇任，昇格

をしている現状を目の当たりにし，自尊心を著しく傷つけられてい

ると言う精神的苦痛に伴う損失もあることを申し添えます。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

（１）本件開示請求は，法に基づき処分庁に対し，審査請求人の「私自身の

人事評価に関する評価の内容，及び人事評価に基づく昇任や昇格（見送

りになった場合を含む）について，人事の決定に至るまでの過程に関す

る詳細な人事管理に関する文書」について，開示を求めてなされたもの

である。 

（２）本件開示請求を受けて，処分庁は，本件対象保有個人情報を特定し，

原処分を行った。 

（３）これに対し，審査請求人は，国土交通大臣（諮問庁）に対し，開示決

定内容の不服申立て，開示された人事評価記録書においてマスキングさ

れている評価者の所見についての開示，人事評価に基づく昇任や昇格な

ど，人事決定に至るまでに作成，取得された人事管理に関する文書の開

示（審査請求人に係る部分のみに限る。）を求めるとの審査請求を提起

した。 

２ 審査請求人の主張について 

審査請求書によれば，審査請求人の主張は，おおむね以下のとおりであ

る。 

不開示部分については，不開示事由たる，法７８条７号ヘには該当しな

い。 

３ 国家公務員の人事評価制度の概要 

（１）人事評価の意義 

ア 人事評価とは，任用，給与，分限その他の人事管理の基礎とするた



 

 5 

めに，職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業

績を把握した上で行われる勤務成績の評価をいう（国家公務員法（昭

和２２年法律第１２０号）１８条の２第１項）。 

イ 人事管理の基礎となる人事評価においては，育成や配置に資するよ

う，職員の能力や実績を評価し，その結果を職員にフィードバックし

ていくことが求められるため，人事評価制度は，他の職員との比較に

よる相対評価ではなく，職員一人一人の職務遂行能力や勤務実績を客

観的な基準に照らして把握する絶対評価によるものとされている。 

（２）人事評価の実施権者及び実施規程等 

ア 所轄庁の長は，人事評価を実施する責務を課されているが（国家公

務員法７０条の３），実際上，所轄庁の長が常にその権限を自ら行使

することを期待することは困難であるため，制度の合理的，効果的運

営の観点から，その指定した部内の上級の職員（以下「実施権者」と

いう。）が実施することが認められている（人事評価の基準，方法等

に関する政令（以下「政令」という。）２条）。実施権者は，所轄庁

の長があらかじめ内閣総理大臣と協議して定めた人事評価の実施規程

に基づいて人事評価をする（政令１条１項）。 

イ 国土交通省の職員（観光庁，気象庁，運輸安全委員会及び海上保安

庁の職員を除く。ただし，国家公務員法３４条１項６号に規定する幹

部職員を含む。）の人事評価は，国家公務員法，政令及び人事評価の

基準，方法等に関する内閣官房令（以下「内閣官房令」という。）の

定めのほか，国土交通省人事評価実施規程（国土交通省訓令第３６号。

以下「実施規程」という。）の定めるところにより実施される。実際

に人事評価を行うに当たっては，内閣人事局及び人事院が，国家公務

員を対象として，人事評価の目的，仕組み，具体的な評価手続等につ

いて理解を深めるとともに，実際に評価を行う際の手引として作成し

た人事評価ガイド（令和４年１０月１日以前は人事評価マニュアル）

が利用されている。 

（３）人事評価の方法及び流れ 

ア 人事評価は，能力評価及び業績評価により，１０月１日から翌年９

月３０日までの期間を単位として毎年実施する（定期評価）（政令４

条，５条，実施規程５条１項）。定期評価における能力評価は，１０

月１日から翌年９月３０日までを評価期間とし，評価期間において現

実に職員が職務遂行の中で取った行動を，標準職務遂行能力の類型を

示す項目として実施規程に定める項目ごとに，各評価項目に係る能力

が具現されるべき行動として実施規程に定める行動に照らして，当該

職員が発揮した能力の程度を評価することにより行われる（政令４条

３項，５条３項，実施規程５条２項１号）。定期評価における業績評
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価は，１０月１日から翌年３月３１日までの期間及び４月１日から９

月３０日までの期間をそれぞれ評価期間とし，評価期間において職員

が果たすべき役割について，業務に関する目標を定めることその他の

方法により当該職員に対してあらかじめ示した上で，当該役割を果た

した程度を評価することにより行われる（政令４条４項，５条４項，

実施規程５条２項２号）。 

イ 実施権者は，定期評価における能力評価及び業績評価を受ける職員

（以下「被評価者」という。）の監督者の中から評価者を，評価者の

監督者の中から調整者を指定する（政令７条，実施規程３条１項）。 

ウ 実施権者は，評価期間の開始に際し，実施規程別紙１「人事評価記

録書」に，付属「評価項目及び行動・着眼点一覧表」から被評価者の

職位に対応した評価項目及び行動，着眼点等を記載した上で，全ての

被評価者に配布する（内閣官房令５条，実施規程別紙３「実施要領」

１）。 

エ 評価者は，業績評価の評価期間の開始に際し，被評価者と期首面談

（４月及び１０月）を行い，業績評価の目標の設定その他被評価者が

果たすべき役割を確定し，認識の共有化を図る（政令１２条，実施規

程９条２項）。 

オ 評価者は，定期評価における能力評価及び業績評価を行うに際して

は，その参考とするため，被評価者に対し，あらかじめ，評価期間に

おいて被評価者が発揮した能力及び挙げた業績に対する被評価者自ら

の認識その他評価の参考となるべき事項について申告を行わせる（政

令８条，１３条，実施規程６条）。 

カ 評価者は，定期評価における能力評価に当たっては評価項目ごとに，

業績評価に当たっては果たすべき役割（目標を定めることにより示さ

れたものに限る。）ごとに，それぞれ評価結果を表示する記号（以下

「個別評語」という。）を付すほか，評価結果をそれぞれ総括的に表

示する記号（以下「全体評語」という。）を付すものとされている

（政令６条１項）。実施規程によれば，評価者は，被評価者ごとに作

成された人事評価記録書の評価者欄に個別評語，全体評語及びそれぞ

れの評語を付した理由その他参考となる事項を記載するものとされて

いる（実施規程別紙３「実施要領」Ⅳ，１）。なお，令和４年１０月

１日以降は，能力評価について，被評価者の秀でている点や改善点，

中長期的な人材育成を意識した育成に関する意見等も記載することと

なった。また，能力評価の個別評語における評価者の所見欄は廃止さ

れている。定期評価における個別評語及び全体評語の段階は，本省内

部部局の局長，部長級以外の職員の評価では，６段階（卓越して優秀，

非常に優秀，優良，良好，やや不十分，不十分）とされている（政令
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６条２項３号）。なお，令和４年１０月１日以前は，５段階（Ｓ（特

に優秀），Ａ（通常より優秀），Ｂ（通常），Ｃ（通常より物足りな

い），Ｄ（はるかに及ばない）であり，個別評語については小文字で

表記されていた。 

キ 調整者は，評価者による評価について不均衡があるか否かについて

審査を行い，必要に応じて評価者から情報を収集し，全体評語を付す

ことにより調整を行う。この場合，調整者は，人事評価記録書の調整

者欄に自ら全体評語を付すとともに，氏名，調整の日付を記載する

（実施規程別紙３「実施要領」Ⅳ，２，（２）②）。また，調整者は，

全体評語を付す前に評価者に再評価を行わせることができる（政令９

条２項，１４条，実施規程７条２項）。 

ク 実施権者は，調整者による調整について審査を行い，適当でないと

認める場合には調整者に再調整を行わせた上で評価が適当である旨の

確認を行う（政令９条３項，１４条，実施規程７条３項）。 

ケ 評価者は，上記クの実施権者の確認の後，被評価者と期末面談（３

月及び９月）を行い，被評価者の開示に対する意思の確認を行った上

で，評価結果の開示を希望しない被評価者を除き，能力評価及び業績

評価の全体評語を開示するとともに，評価結果及びその根拠となる事

実に基づき指導及び助言を行う（実施規程８条１項，９条１項）。な

お，評価結果の開示を希望しない被評価者について，全体評語が「不

十分」又は「やや不十分」である場合には，全体評語を開示しなけれ

ばならない（実施規程８条２項）。なお，令和４年１０月１日以前は，

全体評語が中位より下の段階（「Ｄ」又は「Ｃ」）である場合には，

全体評語を開示しなければならなかった。 

（４）人事評価結果の活用 

能力・実績主義の人事管理を実現するため，職員の任用，給与その他

の人事管理は，人事評価に基づいて適切に行うことが原則とされており

（国家公務員法２７条の２），人事評価の結果は，任用（昇任等），給

与（昇格，昇給，勤勉手当等）に活用され，分限（降任，免職及び降給）

の契機となるものである。 

４ 処分庁における人事評価結果の活用について 

（１）昇任 

ア 任命権者及び昇任に係る規定 

（ア）審査請求人の任命権者は特定地方整備局長である。（国家公務員

法５５条２項） 

（イ）任命権者は，官職の区分に応じた要件を満たす職員のうち，人事

評価の結果に基づき官職に係る能力及び適性を有すると認められる

者の中から，人事の計画その他の事情を考慮した上で，最も適任と
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認められる者を昇任させることができるとされている。（人事院規

則８－１２第２５条柱書き） 

審査請求人の属する官職の区分に応じた要件は次のとおりである。

（人事院規則８－１２第２５条１号） 

ａ 昇任させようとする日以前における直近の連続した二回の能力

評価のうち，一の能力評価の全体評語が「優良」の段階以上であ

り，かつ，他の能力評価の全体評語が「良好」の段階以上である

こと（本省の係長の官職その他の人事院が定める官職に昇任させ

る場合にあっては，この要件に準ずるものとして人事院が定める

要件を含む。）。 

ｂ 昇任させようとする日以前における直近の連続した四回の業績

評価のうち，一の業績評価の全体評語が「優良」の段階以上であ

り，かつ，他の業績評価の全体評語が「良好」の段階以上である

こと（本省の係長の官職その他の人事院が定める官職に昇任させ

る場合にあっては，この要件に準ずるものとして人事院が定める

要件を含む。）。 

ｃ 昇任させようとする日以前一年以内に，国家公務員法８２条の

規定に基づく懲戒処分又はこれに相当する処分（以下「懲戒処分

等」という。）を受けていないこと及び同日において職員から聴

取した事項又は調査により判明した事実に基づき懲戒処分等を受

けることが相当とされる行為をしていないこと。 

イ 昇任の決定に至るまでの過程の手続 

（ア）処分庁では，人事異動の機会を捉えて昇任させる職員の検討を行

っている。 

（イ）処分庁では，人事管理上の参考資料として職員から身上書を提出

させており，うち国土交通事務官（以下「事務官」という。）につ

いては，事務所（国土交通省設置法３２条１項に規定する事務所を

いう。以下同じ。）ごとに，職員との面談を経て，事務所に所属す

る事務官全員の身上並びに日頃の職務遂行状況及び勤務状況等を取

りまとめて職員調書を作成している。 

（ウ）処分庁では，人事管理の基礎となる人事評価の結果を踏まえ，職

員のこれまでの職務遂行状況及び勤務状況等並びに生活状況及び勤

務に関する希望等を総合的に勘案し，人事の計画その他の事情を考

慮した上で，最も適任と認められる者を昇任させている。 

（エ）処分庁では，審査請求人の昇任は，任命権者の決裁を経て決定

（発令）される。 

（２）昇格 

ア 任命権者及び職務の級の決定に係る規定 
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（ア）審査請求人の任命権者は特定地方整備局長である。（国家公務員

法５５条２項） 

以下を勘案し，職務の級が決定されている。 

（イ）職員の職務は，その複雑，困難及び責任の度に基づきこれを俸給

表に定める職務の級に分類するものとし，その分類の基準となるべ

き標準的な職務の内容は，人事院が定めることとされている。（一

般職の職員の給与に関する法律（以下「給与法」という。）６条３

項） 

（ウ）職務の級の分類の基準となるべき標準的な職務の内容は，標準職

務表に定めるとおりとし，同表に掲げる職務とその複雑，困難及び

責任の度が同程度の職務は，それぞれの職務の級又は号俸に分類さ

れるものとする。（人事院規則９－８第３条，別表第１） 

（エ）職務の級の定数は，職務の級の分類の基準に適合するように，か

つ，予算の範囲内で，内閣総理大臣が人事院の意見を十分に尊重し

て設定・改定する。（給与法８条１項２項） 

イ 昇格の要件 

（ア）昇格に当たっては，職務に応じた職務の級に決定（人事院規則９

－８第２０条１項）するものとされ，職務の級の定数の範囲内で決

定（給与法８条３項）するものとされている。 

（イ）職員を昇格させる場合には，昇格日以前２年間の人事評価の結果

を中心に勤務成績に従い決定するものとされている。具体的には以

下のとおりである。（人事院規則９－８第２０条１項） 

ａ 昇格させようとする日に昇任したこと（昇任後１年以内の場合

は，ｂ（ａ）及び（ｃ）を満たすこと） 

ｂ 次の（ａ）～（ｃ）の全ての要件を満たし，かつ，昇格日以前

２年間の人事評価の結果等に基づき昇格後の職務の級の職務を遂

行できると認められること 

（ａ）直近の能力評価及び業績評価の全体評語に下位の段階が

ないこと 

（ｂ）直近の連続した２回の能力評価及び４回の業績評価の全

体評語を総合的に勘案し，人事院が定める要件（中位を超

えること）を満たすこと 

（ｃ）１年以内に懲戒処分等を受けていないこと 

（ウ）在級期間表に定める在級期間を満たす必要がある。（人事院規則

９－８第２０条４項） 

ウ 昇格の決定に至るまでの過程の手続 

（ア）処分庁では，級の定数に欠員が生じている職務について，昇格さ

せる職員の検討を行っている。 
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（イ）処分庁では，勤務成績や在級期間等の昇格要件を満たす職員を確

認するために在職者名簿を作成している。 

（ウ）処分庁では，人事管理の基礎となる人事評価の結果を踏まえ，そ

の職務に応じて，勤務成績等及び在級期間表による要件を満たして

いる職員について，勤務状況等を総合的に勘案，考慮した上で，級

別定数の範囲内で適任と認められる者を昇格させている。 

（エ）処分庁では，審査請求人の昇格は，任命権者の決裁を経て決定

（発令）される。 

５ 原処分に対する諮問庁の考え方について 

本件審査請求については，原処分のうち，不開示とした部分の取消し及

び審査請求人に係る人事評価に基づく昇任，昇格などの人事決定に至るま

でに作成された文書の開示を求めているものであり，法７８条７号ヘには

該当しないと主張しているが，本件諮問に当たり，原処分の妥当性につい

て検討した結果は次のとおりである。 

（１）本件に対する処分庁の考え方 

本件に対する処分庁の考え方は以下のとおりである。 

人事に係る事務に関して作成される文書について，率直かつ具体的な

情報の記載が期待される場合に，当該記載情報を開示すると，率直かつ

具体的な記載が望み難くなり，当該記載の内容が形骸化するなど，人事

管理に係る事務の適切な運用が困難となるおそれが認められるときには．

当該記載情報は，法７８条７号ヘに該当すると認められる。本件不開示

部分に記載されている情報は，いずれも開示されると人事管理に係る事

務に関し，公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるもの

として，不開示とした。 

（２）不開示部分の記載内容について 

不開示となっている人事評価記録書等には，それぞれ以下の内容が記

載されている。 

ア 人事評価記録書には，被評価者，評価者及び調整者がそれぞれ記載

する欄が存在し，その不開示部分には，評価者が当該評価期間におい

て把握した被評価者の職務遂行状況等を踏まえて記載した，個別評語，

全体評語及びそれぞれの評語を付した理由その他参考となる事項（所

見）の記載や，調整者が評価者による評価についての審査及び調整を

行った上で記載した，能力評価又は業績評価の各個別評語（任意）及

び各全体評語に係る所見の記載がある。 

イ 職員調書には，身上書から転記した内容のほか，身上書だけでは読

み取れず，事務所での職員との面談の中で知り得ることができた職員

本人の身上も記載されている。不開示部分には，職員の日頃からの職

務遂行状況や勤務状況等の記載がある。 
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ウ 在職者名簿には，昇格候補者に関する情報として，職名，年齢，略

歴等が記載されており，職員の勤務成績と密接な関係がある昇格者を

審議・決定するための検討資料として作成されたものである。不開示

部分には，職員の略歴や人事評価，懲戒処分歴，これらの情報を踏ま

えた人事管理事務担当者の検討状況などが記載されている。 

（３）法７８条７号ヘ該当性について 

法７８条７号ヘは，国の機関等が行う事務又は事業に関する情報であ

って，開示することにより，人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑

な人事の確保に支障を及ぼすおそれのあるものを不開示情報とすると定

めているところ，法は，行政機関等の事務又は事業の適正かつ円滑な運

営を図りつつ，個人の権利利益を保護することを目的とし（法１条），

原則として行政機関が保有する自己を本人とする保有個人情報の開示請

求権を認める一方で（法７８条柱書き），その例外の一つとして同条７

号において行政機関等の事務又は事業の運営に生じる支障の程度を具体

的かつ類型的に定めた不開示情報に該当した場合に不開示とするものと

していることからすれば，同号柱書き及び同号ヘ所定の「支障」は，名

目的なものでは足りず，実質的なものでなければならず，また，その

「おそれ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護に値する

蓋然性が必要である。 

人事評価記録書の不開示部分には，被評価者の職務遂行状況等につい

て，ありのままの率直な記載がされることが予定されていると認められ

るところ，これが被評価者に開示されることになれば，評価者は，被評

価者から反発，苦情，非難等を受けることや，被評価者と評価者との間

の信頼関係が失われること等によってその後の業務運営が困難になるこ

とを恐れ，率直かつ詳細な記載を避け，当たり障りのない記載をする事

態も想定され，その結果，正確かつ詳細な人事情報の把握ができず，適

切な人事評価を行うことができなくなり，処分庁の人事管理事務に実質

的な支障が生ずるおそれがあるというべきであり，かつ，その「おそれ」

の程度も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護に値する蓋然性があ

る。 

また，期末面談においては，評価の基礎となった事実に基づいて指導，

助言という目的に沿って，被評価者に伝えるべき事実の範囲やその場合

の表現等について，十分な配慮がされることが前提とされており，人事

評価記録書の記載内容を表現も含めてそのまま伝達することが予定され

ているとは認められない。したがって，被評価者が，人事評価記録書の

開示を受け，その記載内容を表現等も含めてそのまま認識した場合，上

記配慮の下に行われる指導，助言の場面と比較して，反発等が生じる可

能性及びその反発等がより強いものとなる可能性が高まることから，本
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件人事評価記録書不開示部分を開示することによる弊害は避け難いと考

えられる。 

職員調書の不開示部分に関しても人事評価記録書の場合と同様，職員

の職務遂行状況等について，ありのままの率直な記載がなされることが

期待されるところ，これが職員に開示されることになれば，事務所長を

はじめとする管理職等は，職員から反発，苦情，非難等を受けることや，

管理職等と職員との間の信頼関係が失われること等によってその後の業

務運営が困難になることを恐れ，率直かつ詳細な記載を避け，当たり障

りのない記載をする事態も想定され，その結果，正確かつ詳細な人事情

報の把握ができず，適切な人選を行うことができなくなり，処分庁の人

事管理事務に実質的な支障が生ずるおそれがあるというべきであり，か

つ，その「おそれ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護

に値する蓋然性があり，本件職員調書不開示部分を開示することによる

弊害は避け難いと考えられる。 

在職者名簿の不開示部分には，昇格候補者に関する各種の人事関係情

報が記載されている。こうした情報を開示するとした場合，昇格するた

めの一定の目安を推認することが可能になるものと考えられるが，こう

した目安等は人事管理事務担当者等一部の関係職員以外には知られるこ

とのない性質のものであり，これらの内容が開示された場合，職員や関

係者などから不当な干渉を受けることが想定され，人事管理の公平性が

担保されないなど，人事管理に係る事務に関し公正かつ円滑な人事の確

保に支障を及ぼすおそれがある。 

これらの点から，本件不開示部分については，法７８条７号ヘ所定の

「国の機関・・・が行う事務又は事業に関する情報であって，開示する

ことにより・・・当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事業の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当するものであり，審査

請求人から開示請求のあったこれらの資料について，不開示とした原処

分は妥当である。 

６ 結論 

開示文書に係る決定過程については以上のとおりであり，本件開示請求

に係る原処分は，妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和５年５月１２日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月３１日      審議 

④ 同年６月７日     審査請求人から意見書を収受 

⑤ 同年１１月３０日   本件対象保有個人情報の見分及び審議 
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⑥ 令和６年１月１８日  審議 

⑦ 同年２月９日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件開示請求は，本件対象保有個人情報の開示を求めるものであり，処

分庁はその一部を法７８条２号及び７号ヘに該当するとして不開示とする

原処分を行った。 

審査請求人は，原処分において法７８条７号ヘに該当するとして不開示

とされた部分（以下「本件不開示部分」という。）は開示すべきであると

して原処分の取消しを求めているところ，諮問庁は，原処分は妥当である

としていることから，以下，本件対象保有個人情報の見分結果を踏まえ，

本件不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁は，お

おむね別表のとおり説明する。 

（２）以下，上記諮問庁の説明を踏まえて検討する。 

ア 人事評価記録書（文書１ないし文書１１），人事異動に関する決裁

文書のうち特定年月Ａ期人事異動決裁を除く文書（文書１４ないし文

書１７）及び令和４年４月期在職者名簿（文書１８）の不開示部分並

びに令和３年度職員調書（文書１２）のうち表頭の項目名を除く部分

について 

本件対象保有個人情報を見分すると，当該各不開示部分の記載内容

はいずれも諮問庁の説明するとおりであると認められる。 

また，当該部分を開示すると，人事管理に係る事務に関し，公正か

つ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがある旨の上記諮問庁の

各説明に不自然，不合理な点があるとはいえず，これを覆すに足る

事情も認められない。 

したがって，当該各不開示部分は，法７８条７号ヘに該当すると認

められるので，不開示としたことは妥当である。 

イ 令和３年度職員調書（文書１２）の表頭の項目名について 

諮問庁は，当該文書の表頭の項目名については，「特定項目名Ａ」，

「特定項目名Ｂ」及び「特定項目名Ｃ」という各項目が開示される

と，身上書の職員の希望等の取扱いの方法や手順等について特定の

認識を持たれる可能性があり，これが開示されることになれば，例

えば，希望のとおりの異動ができなかった職員は，各欄に，特定の

役割を果たす関係者が恣意的なものを入れ，そのせいで希望がかな

わなかったのではないかと当該関係者を批判したり，自分の異動希

望をかなえられるように，当該関係者に対して，各欄の記載内容を
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都合良く操作するよう不当に要求したりするなど，人事管理に係る

事務に関し，公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあ

る旨説明する。 

しかしながら，当該部分を見分する限り，身上書の職員の希望等の

取扱いの方法や手順等を認識又は推測することが可能となるような

具体的な情報が当該項目名に含まれているとは認められず，当該部

分を開示しても，開示請求者が特定の認識を持つということは想定

し難いから，諮問庁が主張するような「おそれ」が生じるとは認め

られない。 

したがって，当該部分は，法７８条７号ヘに該当せず，開示すべき

である。 

ウ 人事異動に関する決裁文書のうち，特定年月Ａ期人事異動決裁（文

書１３）及び昇格に関する決裁文書（文書１９ないし文書３５）の不

開示部分について 

法２条１項において，「個人情報」とは，当該情報に含まれる氏名，

生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と容易に照合することができ，それにより特定の個

人を識別することができることとなるものを含む。）とされており，

法７６条１項において，自己を本人とする保有個人情報の開示を請

求することができると規定されていることから，法が開示請求の対

象として予定するのは，「自己を本人とする保有個人情報」のみで

ある。 

諮問庁は，当該各文書に係る決裁には審査請求人が異動対象及び昇

格対象となるものは含まれていない旨説明する。また，当該各文書

には，審査請求人の氏名その他審査請求人を識別することができる

情報はもとより，審査請求人の異動及び昇格を見送った（検討の対

象となった）ことを示す内容の記述も認められないのであるから，

法７６条１項に規定する審査請求人を本人とする保有個人情報が記

録されているとは認められず，当該各文書に記録された情報は，本

件開示請求の対象として，本来特定すべきではなかったものといえ

る。 

しかしながら，本件のような場合において，当該情報に係る不開示

決定を取り消し，聴聞等所要の手続を経た後，改めて当該情報は審

査請求人を本人とする保有個人情報に該当するとは認められないと

して不開示決定を行う意義は乏しく，当該部分を不開示としたこと

は，結論において妥当であるといわざるを得ない。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法７８条２
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号及び７号ヘに該当するとして不開示とした決定については，審査請求人

が開示すべきとする部分のうち，文書１ないし文書１１及び文書１４ない

し文書１８の各不開示部分並びに文書１２の表頭の項目名を除く部分は，

同号ヘに該当すると認められるので，不開示としたことは妥当であり，文

書１３及び文書１９ないし文書３５の不開示部分は，審査請求人を本人と

する保有個人情報に該当しないと認められるので，不開示としたことは結

論において妥当であるが，文書１２の表頭の項目名は，同号ヘに該当せず，

開示すべきであると判断した。 

（第５部会） 

委員 藤谷俊之，委員 石川千晶，委員 磯部 哲 
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別紙（本件対象保有個人情報が記録された文書） 

文書１ 平成２９年９月期人事評価記録書（能力評価・業績評価） 

文書２ 平成３０年３月期人事評価記録書（業績評価） 

文書３ 平成３０年９月期人事評価記録書（能力評価・業績評価） 

文書４ 平成３１年３月期人事評価記録書（業績評価） 

文書５ 令和元年９月期人事評価記録書（能力評価・業績評価） 

文書６ 令和２年３月期人事評価記録書（業績評価） 

文書７ 令和２年９月期人事評価記録書（能力評価・業績評価） 

文書８ 令和３年３月期人事評価記録書（業績評価） 

文書９ 令和３年９月期人事評価記録書（能力評価・業績評価） 

文書１０ 令和４年３月期人事評価記録書（業績評価） 

文書１１ 令和４年９月期人事評価記録書（能力評価・業績評価） 

文書１２ 令和３年度職員調書 

文書１３ 特定年月Ａ期人事異動決裁 

文書１４ 特定年月Ｂ期人事異動決裁 

文書１５ 特定年月Ｃ期人事異動決裁 

文書１６ 特定年月Ｄ期人事異動決裁 

文書１７ 特定年月Ｅ期人事異動決裁 

文書１８ 令和４年４月期在職者名簿 

文書１９ 平成３０年４月期昇格決裁 

文書２０ 平成３０年７月期昇格決裁 

文書２１ 平成３０年１０月期昇格決裁 

文書２２ 平成３１年１月期昇格決裁 

文書２３ 平成３１年４月期昇格決裁 

文書２４ 令和元年１０月期昇格決裁 

文書２５ 令和２年１月期昇格決裁 

文書２６ 令和２年４月期昇格決裁 

文書２７ 令和２年１０月期昇格決裁 

文書２８ 令和３年１月期昇格決裁 

文書２９ 令和３年４月期昇格決裁 

文書３０ 令和３年７月期昇格決裁 

文書３１ 令和３年１０月期昇格決裁 

文書３２ 令和４年１月期昇格決裁 

文書３３ 令和４年４月期昇格決裁 

文書３４ 令和４年７月期昇格決裁 

文書３５ 令和４年１０月期昇格決裁 
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別表 諮問庁が説明する本件不開示部分の不開示理由 

１ 番

号 

２ 文書名 ３ 本件不開示部分の不開示理由 

１ 人事評価記

録書（文書

１ないし文

書１１） 

当該各文書は，審査請求人の能力評価及び業績評

価の記録書であり，「Ⅰ 能力評価」の表中の「評

価者の（所見），（評語）」欄及び「調整者（任

意）」欄並びに「全体評語等」の表中の「評価者の

（所見），（全体評語）」欄及び「調整者の（所

見）」欄並びに「Ⅱ 業績評価」の「１ 目標」の

表中の「評価者の（所見），（評語）」欄及び「調

整者（任意）」欄，「２ 目標以外の業務への取組

状況等」の表中の「評価者の（所見）」欄並びに

「３ 全体評語等」の表中の「評価者の（所見），

（全体評語）」欄及び「調整者の（所見）」欄の部

分を法７８条７号ヘに該当するとして不開示とし

た。 

国家公務員に係る人事評価は，政令及び内閣官房

令により，最低限，実施権者により確認された全体

評語を被評価者に開示することが求められ，それ以

外の評価結果については，各所轄庁の長が実施規程

において開示範囲を定めることとされている。国土

交通省においては，実施規程８条１項に能力評価及

び業績評価の全体評語を開示するものと規定され，

実際にも実施権者により確認された調整者の全体評

語を開示する運用としている。 

上記の不開示部分は，調整者の全体評語を除く，

評価者及び調整者の被評価者に対する評価が記載さ

れる部分であり，被評価者に開示することが想定さ

れていない。 

当該部分については，被評価者の職務遂行状況等

について，ありのままの率直な記載がされることが

予定されていると認められるところ，これが被評価

者に開示されることになれば，評価者は，被評価者

から反発，苦情，非難等を受けることや，被評価者

と評価者との間の信頼関係が失われること等によっ

てその後の業務運営が困難になることを恐れ，率直

かつ詳細な記載を避け，当たり障りのない記載をす
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る事態も想定され，その結果，適切な人事評価を行

うことができなくなり，人事管理に係る事務に関

し，公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそ

れがある。 

２ 令和３年度

職 員 調 書

（ 文 書 １

２） 

当該文書は，特定地方整備局職員の身上，日頃の

職務遂行状況や勤務状況等を記載した文書であり，

法７８条７号ヘに該当するとして不開示としたの

は，審査請求人の職務遂行状況や勤務状況等を記載

した部分及び当該部分に対応する表頭の項目名であ

る。 

当該不開示部分のうち，審査請求人の職務遂行状

況や勤務状況等を記載した部分については，人事評

価記録書の場合と同様，職員の職務遂行状況等につ

いて，ありのままの率直な記載がなされることが期

待されるところ，これが職員に開示されることにな

れば，事務所長をはじめとする管理職等は，職員か

ら反発，苦情，非難等を受けることや，管理職等と

職員との間の信頼関係が失われること等によってそ

の後の業務運営が困難になることを恐れ，率直かつ

詳細な記載を避け，当たり障りのない記載をする事

態も想定され，その結果，正確かつ詳細な人事情報

の把握ができず，適切な人選を行うことができなく

なり，人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な

人事の確保に支障を及ぼすおそれがある。 

また，表頭の項目名については，「特定項目名

Ａ」，「特定項目名Ｂ」及び「特定項目名Ｃ」とい

う各項目が開示されると，身上書の職員の希望等の

取扱いの方法や手順等について特定の認識を持たれ

る可能性がある。そうすると，例えば，希望どおり

の異動ができなかった職員は，この職員調書の「特

定項目名Ａ」，「特定項目名Ｂ」等の各欄に，特定

の役割を果たす関係者が恣意的なものを入れ，その

せいで希望がかなわなかったのではないかと当該関

係者を批判することが考えられる。また，自分の異

動希望をかなえられるように，当該関係者に対し

て，上記各欄の記載内容を都合良く操作するよう不

当に要求すること等が考えられる。元々，職員調書
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の存在自体，一部の職員以外には知り得ないもので

あり，当然その項目も職員には明かされていないも

のでもあることから，これが開示されることになれ

ば，人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人

事の確保に支障を及ぼすおそれがある。 

３ 人事異動に

関する決裁

文書（文書

１３ないし

文書１７） 

当該各文書は，特定地方整備局職員の人事異動に

関する決裁文書であり，当該決裁に係る起案用紙の

「起案日」欄及び「決裁日」欄の部分を法７８条７

号ヘに該当するとして不開示とした。 

なお，特定年月Ａ期人事異動の決裁文書である文

書１３については，審査請求人が異動対象となる決

裁ではないものの，本件開示請求書に「見送りにな

った場合を含む」と記載されているため，起案用紙

部分のみ特定して部分開示し，決裁文書（決裁の

「中身」となる人事異動原議書）は開示決定の対象

としていない。 

人事異動に関する決裁の起案用紙の起案日及び決

裁日は，人事管理事務担当者等一部の関係職員の内

部的な協議・検討期間に係る情報であり，当該部分

を公にすることで，人事異動に係る人事管理事務担

当者等における協議・検討を行った期間の一端が明

らかとなる。検討期間を推測されることで，影響力

を行使しようとする職員や関係者などから圧力や不

当な干渉等を受け，意思形成過程にある事案に対

し，公正であるべき意思決定の中立性が不当に損な

われ，人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な

人事の確保に支障を及ぼすおそれがある。 

４ 在職者名簿

（ 文 書 １

８） 

当該文書は，特定地方整備局職員のうち昇格候補

者に関する職名，年齢，略歴等を記載した文書であ

り，審査請求人の昇格に関し人事管理事務担当者の

検討状況等が記載された部分及び当該部分に対応す

る表頭の項目名の一部を法７８条７号ヘに該当する

として不開示とした。 

当該不開示部分のうち，審査請求人の昇格に関し

人事管理事務担当者の検討状況等が記載された部分

については，当該部分に記載された昇格候補者に関

する各種の人事関係情報が開示された場合，昇格す
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るための一定の目安を推認することが可能になるも

のと考えられるが，こうした目安等は人事管理事務

担当者等一部の関係職員以外には知られることのな

い性質のものであり，これらの内容が開示された場

合，職員や関係者などから不当な干渉を受けること

が想定され，人事管理の公平性が担保されないな

ど，人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人

事の確保に支障を及ぼすおそれがある。 

また，表頭の項目名の一部については，「特定項

目名Ｄ」は，特定理由から，要素となり得ることは

推認できることではあるものの，昇格させようとす

る特定項目Ａや特定項目Ｂによって，個別の目安を

定めており，機械的に要素を満たすのみでは昇格対

象とはならないものである。また，「特定項目名

Ｅ」は，特定理由のような事情はないため，人事管

理事務担当者等の一部の職員以外は昇格の要素とな

ることは知り得ないものである。「特定項目名Ｄ」

及び「特定項目名Ｅ」という各項目名を開示する

と，この項目が昇格を検討する上で重要な要素であ

って，この項目を持ってのみ昇格者を決定している

との誤解が生じることが想定される。そうすると，

例えば，この項目においてのみ，他者と比較し，他

者よりも自分の方が優っているとの主張や，苦情を

申し出る職員が生じることが考えられる。元々，職

員調書と同様に在職者名簿の存在自体，人事管理事

務担当者等の一部の職員以外には知り得ないもので

あり，当然その項目も職員には明かされていないも

のでもあることから，これが開示されることになれ

ば，人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人

事の確保に支障を及ぼすおそれがある。 

５ 昇格に関す

る決裁文書

（文書１９

ないし文書

３５） 

当該各文書は，特定地方整備局職員の昇格に関す

る決裁に係る起案用紙であり，「起案日」欄及び

「決裁日」欄の部分を法７８条７号ヘに該当すると

して不開示とした。 

なお，本件開示請求書の記載は「私自身の人事評

価に関する評価の内容，及び人事評価に基づく昇任

や昇格（見送りになった場合を含む）について，人
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事の決定に至るまでの過程に関する詳細な人事管理

に関する文書」であり，昇格に関しては「見送りに

なった場合を含む」と記載されているため，人事評

価結果の保存期間に対応する昇格に関する決裁文書

の起案用紙部分に当たる文書１９ないし文書３５を

特定して部分開示したものであるが，審査請求人が

昇格対象となる決裁が一つも含まれないため，決裁

文書（決裁の「中身」となる人事異動原議書）は開

示決定の対象としていない。 

昇格に関する決裁の起案用紙の起案日及び決裁日

は，人事管理事務担当者等一部の関係職員の内部的

な協議・検討期間に係る情報であり，当該部分を公

にすることで，昇格に係る人事管理事務担当者等に

おける協議・検討を行った期間の一端が明らかとな

る。検討期間を推測されることで，影響力を行使し

ようとする職員や関係者などから圧力や不当な干渉

等を受け，意思形成過程にある事案に対し，公正で

あるべき意思決定の中立性が不当に損なわれ，人事

管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人事の確保

に支障を及ぼすおそれがある。 

 


